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山田県

平成

県税事務所長 殿

年度 道 府県民税の均等割申告書

道府県内にあ

る主たる事務

所又は事業所

以外の事務所

又は事業所

所 在 地

(ふリカSな)

名 称

前年4月 1日から3月31目までの

間に道府県内に事務所又は事業所

を有していた期間

平成□年□ 月□由から
平成□年□ 月□目まで

同左の月数 ① 月

この申告によって納付すべき道府

県民税の均等割額 甲支ギ夢 ②

力

　

　

　

　

一

東場

京合
都 の

畳留
日

す計

る算

昨年4月1日
から3月31日
までの間に都
内に事務所叉
は事業所を有
していた期間

特別区
の区城

平成  ・  ・  か ら 月

平成  ・  。  ま で (ア)

成

成

一平

平

一月

竹

ら

で

か

ま

平成

平成

月

し

ら

で

か

ま

市Br村
の区域

平成   ・  ・  か ら 月

平成   ・  ・   ま で l■l

東京都に納付

すべき均等割

額②の計算

特 劇 区 の 区域 分

の
一‐２

Ｘ一円(税率)
兆 十億 百万 円

0 0

(税率) ０
７

Ｘ一円

働率)    円 ×戦
市 町 村 の 区 域 分 ("つ     中 X号
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